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３．近年施工されたコンクリート舗装の供用性調査 

２．で収集した98工事区間のうち、トンネル内で

はない箇所の延長が比較的長い49区間について、車

載ビデオカメラにより路面調査を行った。いずれの

区間も直ちに措置が必要な損傷は確認されなかった

が、狭いひび割れが比較的多く発生していた区間が

存在したので、目視による損傷調査を実施した。 

図-2に目視調査で確認した区間（約1,700m）のひ

び割れ発生状況を示す。比較的切土高さが高い区間

でひび割れが多く発生している傾向にあった。一般

的に地盤条件で有利とされている切土区間でひび割

れが多く発生した理由は現時点で判明しておらず、

引き続き検討が必要である。 

また、ボックスカルバート上のコンクリート版に

ついて4箇所中3箇所でひび割れの発生が確認された。

写真-1にカルバート上のコンクリート版に発生した

ひび割れの一例を示す。カルバート上でひび割れが

全く発生していなかった版では、鉄網の鉄筋径を太

くする等の工夫が取られており、ひび割れの抑制に

有効な対策と考えられる。 

 

４．横断構造物上のコンクリート舗装の供用性調査 

３．の結果をふまえ、２．で収集した98件の工事

区間のうち、横断構造物上のコンクリート版に限定

して現地で目視による損傷調査を行い、補強との関

係性を整理した。 

図-3に、横断構造物上の普通コンクリート舗装に

おける、コンクリート版の補強の有無とひび割れ等

の損傷の有無の整理結果を示す。なお、連続鉄筋コ

ンクリート舗装については、補強の有無にかかわら

ず損傷が確認されなかった。 

今回調査した範囲において、補強を行った箇所に

おける損傷発生の割合は、補強を行わなかった箇所

での損傷発生割合を上回っていた。補強を行った箇

所は、予め管理者により損傷が発生しやすいと判断

された箇所と考えられるが、引き続き発生条件につ

いて発生しなかった区間と比較分析し、原因や対策

について検討していく予定である。 

 

５．今後の展望 

引き続き、コンクリート舗装の供用性調査等を通

じて、高耐久なコンクリート舗装を適材適所で活用

していくための設計施工条件について検討していく

予定である。 

☞詳細情報はこちら 

1) 若林由弥，桑原正明，渡邉一弘：近年施工された

直轄国道のコンクリート舗装に関する実態把握，土

木技術資料，Vol.-9，pp.22-25，2021. 
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図-2 ひび割れ発生状況 
写真-1 カルバート上のコンクリー

ト版に生じたひび割れ 
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図-3 普通コンクリート舗装における補強の有無と

損傷の有無の関係 
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１．はじめに 

大規模災害が発生すると、被害が広範囲にわたる

場合や夜間に発生した場合など、状況把握に多大な

時間を要する。本研究室は、道路施設の被災状況の

迅速な把握を目的として、リモートセンシング技術

等を活用した災害時の調査支援の検討を行っている。

本稿では、現在普及している無人航空機について、

現場実装を見据え、被災状況がどの程度把握可能か、

実際の道路被災現場等での飛行実験を行った結果を

報告する。 

２．飛行実験概要 

(1)宮崎県における飛行実験 

本実験（以下「令和2年度実験」）は、2021年1月

に、2020年9月に発生した台風10号による越波の影響

で被災し現在通行止めとなっている宮崎県日南市の

市道において実施した。令和2年度実験では、昼間に

おける海岸部の実際の被災現場（図-1）を活用した

道路上の被災状況把握精度の確認、リアルタイム映

像転送による遠隔地での被災状況把握の確認を目的

としている。飛行コースは海上飛行を基本とし、速

度5m/s、道路からの離隔30m（平時の航空法上の第三

者又は物件との最低離隔）、飛行高度30m、50mとし

た。飛行機種は、DJI社のMatrice300RTKを用い、解

像度1920×1080（動画）のカメラを搭載している。 

(2)石川県における飛行実験 

本実験（以下「令和3年度実験」）では、平地及び

山間部における昼間の道路上の被災状況把握精度の

確認、夜間における赤外線カメラ及びレーザスキャ

ナを用いた被災状況把握精度の確認を目的に、2021

年12月に、現在通行止めとなっている石川県加賀市

の市道において実施した。飛行実験では、路面が土

砂に覆われた状況や路面クラック、路面障害物等を

想定し、現地に被災事象を模擬（図-2）することに

より、状況把握精度の確認を行った。なお、飛行速

度や高度、飛行機種は宮崎県での実験同様とし、昼

間の撮影カメラは、宮崎での実験と同機種を利用し

ている。夜間の撮影は、赤外線カメラ（解像度：

640×512（動画））やレーザスキャナ（Zenmuse L1）

を用いた。 

３．飛行実験結果 

(1)宮崎県における飛行実験 

①実際の被災現場等を用いた被災状況把握 

被災状況把握結果の一例を図-3に示す。航空法の

規定から、道路上の被災箇所に最も近寄った位置（高

度30m、離隔30m）での撮影を実施した場合、図-1に

写真 

写真ﾃﾞｰﾀ
の貼り付
けは不要 

 

写真 

写真ﾃﾞｰﾀ

の貼り付
けは不要 

 

研究官 
     

室長 
 

図-2 道路被災模擬事象の一例 
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図-1 飛行ルート及び被災事象 
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示した被災状況のうち、③20cmブロックの散乱まで

は確認可能であったが、それより小規模な事象は、

ズーム機能を用いることにより確認できた。 

一方、リアルタイム映像転送による被災状況把握

は、LTEの電波状況により配信映像が不鮮明になり、

状況把握が容易と思われた④路肩崩壊でも把握が困

難（図-4）となる場合もあった。 

(2)石川県における飛行実験 

①平地及び山間部における被災状況把握 

気象等一部条件は異なるが、宮崎県での実験同様、

数十センチのブロックまでの確認は可能であった。

リアルタイム配信映像では、電波状況は宮崎県と比

較して良好であったものの、宮崎県での実験同様、

場所により配信が不鮮明となる状況が発生した。 

②夜間時における被災状況把握 

1)赤外線カメラによる被災状況把握 

令和3年度実験の実施にあたり、研究所敷地内で試

験的に行った赤外線撮影では、構造物等が鮮明に映

っていた（図-5）。しかし令和3年度実験では、悪天

候（曇り時々雨）の影響で、道路と周辺土砂等との

温度差が小さかったこともあり、5m/sの飛行では、

人物、車両のみの確認しかできなかった。道路被災

模擬事象については、現場上空で停止（ホバリング）

することによりうっすらと確認できた（図-6）。 

2)レーザスキャナによる被災状況把握 

図-7の3D画像は、装着スキャナ内に蓄積した処理

データを現地のノートパソコンで表示したものであ

り、蓄積データ取得後、数分程度で表示できる。 

模擬事象については、3D画像のアングルを変化さ

せることにより、路面に何らかの障害物が存在して

いることが確認できたが、土砂かコンクリートか、

といった素材の判断は難しい。また、そもそも対象

物が、災害時に新たに発生したものかどうかの判断

をするためには、事前に平時のデータを取得してお

く必要があることがわかった。 

４．おわりに 

本実験より、現状の技術を活用すれば、ある程度

の道路状況把握は可能であるが、撮影機器や電波状

況の改善などの更なる技術開発が必要であることが

わかった。また、夜間飛行では周囲の障害物等が全

く見えず危険性が高いため、無人航空機を安全に飛

行させるには、事前にコース設定した自動航行技術

の活用が重要であることが明らかとなった。 

引き続き、現在一般に普及している無人航空機を

用いて道路被災状況を把握するための課題抽出、方

法の提案等を進めて参りたい。 

図-3 道路被災状況確認結果の一例（飛行高度30m） 

図-4 通信状況による映像への影響（④路肩崩壊） 

図-5 赤外線カメラ映像（研究所敷地内での試験） 

模擬事象の撮影画像 
（ホバリングで撮影） 車両の撮影画像 

（速度5m/sで撮影） 

図-6 赤外線カメラ映像（石川県での実験） 

図-7 レーザスキャナ計測結果 
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